
























─ アメリカ統一商事法典（UCC）第 9編における担保権の対抗要件理論と 
善意取得制度の交錯を中心に─
青 木 則 幸 (37)
講　　演
早稲田大学比較法研究所＝中国社会科学院法学研究所日中共同シンポジウム   (83) 「新技術と法」
　Ⅰ．シンポジウムの企画趣旨   (84)
　Ⅱ．フィンテック（Fin Tech）が金融法制にもたらす影響   (85)
　Ⅲ．仮想通貨の私法的意義─東京地方裁判所平成26年（ワ）第33320号事件判決から─   (93)
　Ⅳ．自動走行車による事故の責任分担時の財産基礎   (108)
　Ⅴ．知的エージェントをめぐる刑事上のリスク及びその責任帰属   (121)
　Ⅵ．民事訴訟手続の IT化について   (134)
　Ⅶ．司法裁判における人工知能の応用に関する法理分析─価値，困惑とアプローチ選択─   (145)
日韓共同研究シンポジウム 
「第四次産業革命への法制度的対応」   (159)
　Ⅰ．クラウドコンピューティング環境下での国際裁判管轄   (160)
　Ⅱ．韓国版規制のサンドボックスに関する現状と課題   (175)
　Ⅲ．データエコノミー時代におけるデータ立法政策の課題
─ 偽名情報の活用，医療情報の安全な処理，情報集合物の結合等を中心に─   (192)
　Ⅳ．個人情報保護とコンテンツ産業
─国際取引とプラットフォーマー規制を念頭に─   (206)
ドイツにおける修復的司法の理論と実務     (217)
資　　料
英米刑事法研究（38）     (239)
　アメリカ合衆国最高裁判所2018年10月開廷期刑事関係判例概観   (240)
EU法最新動向研究（ 5）     (275)
　法の支配を害する構成国の国内立法の EU法違反審査 
─ Case C─619/18, Commission v. Poland, EU：C：2019：531 （24 June 2019） ─   (276)
外国民事訴訟法研究（55）     (289)
　「アメリカ合衆国連邦倒産手続規則」試訳〔12〕   (290)
公正処罰の原理─全ての根幹─      (311)
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